
◎中小企業信用保険法及び株式会社商工組合中央金庫法の一部を

改正する法律 
（令和五年六月一六日法律第六一号）   

一、 提案理由（令和五年五月一九日・衆議院経済産業委員会） 

○西村（康）国務大臣 中小企業信用保険法及び株式会社商工組合中央金庫法の一部を

改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 地域の経済、雇用を支える中小企業がコロナ禍を乗り越え、更なる成長を実現するこ

とができる環境を整備するためには、中小企業に対する金融機能を強化しなければなり

ません。平時の金融機能の強化として、円滑な再チャレンジや積極的な投資を促す経営

者保証改革を進めるとともに、多くの地域の中核企業と取引をしている株式会社商工組

合中央金庫による事業再生支援の強化等を進める必要があります。 

 株式会社商工組合中央金庫については、その財務状況が大きく改善し、信用力が向上

したことにより、政府が株式を保有する意義が低下していることも踏まえ、中小企業に

よる中小企業のための金融機関としての位置づけをより明確化し、事業再生支援等にお

いて幅広く柔軟な支援を可能とすることが急務となっております。加えて、コロナ禍の

ような危機時の資金繰り支援の更なる円滑化を図る必要があります。 

 こうした状況を踏まえ、本法律案を提出した次第であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 まず、中小企業信用保険法の一部改正です。 

 第一に、経営者保証に依存しない融資慣行の確立を加速するため、無担保保険等にお

いて経営者保証を求めない要件を定める措置を講じます。 

 第二に、危機時における資金繰り支援の更なる円滑化を図るため、危機関連保証の適

用要件を緩和します。 

 次に、株式会社商工組合中央金庫法の一部改正です。 

 第一に、コロナ禍からの地域経済の再生等に当たり、株式会社商工組合中央金庫の事

業再生等のノウハウを広く活用するため、その業務範囲の制約等を見直すための措置を

講じます。 

 第二に、株式会社商工組合中央金庫と地域金融機関の連携を強化するための措置を講

じます。 

 第三に、政府が保有する株式会社商工組合中央金庫の株式を全部処分し、その議決権

株式の株主資格の有資格者から政府を削除する措置を講じます。 

 第四に、株式会社商工組合中央金庫の中小企業のための金融機関という性格を維持す

るため、議決権株式の株主資格の制限や特別準備金の制度は存置します。 

 第五に、株式会社商工組合中央金庫による危機対応業務の的確な実施を担保するため、

政府が保有する同社の株式を全部処分した後も、同社に危機対応業務の実施を義務づけ

る措置を講じます。 



 第六に、株式会社商工組合中央金庫の完全民営化については、同社の特別準備金の状

況を含む自己資本の状況、ビジネスモデルの確立状況、危機対応業務の在り方等を勘案

し、改めてその実施を判断することとします。 

 このほか、今回の制度改革後においても、政府が同社のビジネスモデルの確立状況を

逐次チェックすることとします。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（令和五年六月一日） 

○竹内譲君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、中小企業者に対する金融機能の強化を図ることにより、その事業の持続

的な発展を実現するため、経営者保証を求めない融資を中小企業信用保険の付保対象と

する規定の整備を行うとともに、政府が保有する株式会社商工組合中央金庫の株式を処

分した後も同社が引き続き危機対応業務を的確に行うための規定の整備等の措置を講ず

るものであります。 

 本案は、去る五月十八日本委員会に付託され、翌十九日西村経済産業大臣から趣旨の

説明を聴取いたしました。二十四日に質疑に入り、三十一日、質疑を終局し、討論、採

決を行った結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月三一日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 経営者保証を求めない信用保証制度の要件については、貸倒れの増加による信用保

険財政の悪化や会社財産の経営者への流出による従業員や取引先の不利益を防ぐ見地

から、一定の経営規律等を担保する客観的かつ具体的な要件とするとともに、一般の

中小企業者にとって充足困難な要件とならないよう留意すること。また、信用保証制

度における取組が、中小企業金融全体における経営者保証に依存しない融資慣行の確

立に道筋を付けるものとなるよう、関係省庁の連携の下、その実効性の確保を図るこ

と。 

二 既に契約済みの経営者保証及び第三者保証についても、可能な限り保証人の責任を

軽減する方策を講じ、必要な措置をとること。 

三 融資を受ける事業者が本改正に定める一定の要件を満たし、信用保証協会が当該事

業者に経営者保証を徴求できなくなった場合において、当該保証対象である金融機関

による融資について当該金融機関が経営者保証を求めることがないよう働きかけると

ともに、本改正の趣旨や内容の説明を徹底するよう努めること。また、事業者が失敗

しても、その経験を生かして再挑戦できる事業環境をつくり、わが国において一層の



起業の促進を図る観点から、金融機関によるいわゆるプロパー融資についても、経営

者保証を求める場合には、求める理由を明確に説明するよう、金融機関に働きかけを

行うとともに、金融庁の監督指針でガイドラインにのっとった運用が適正になされる

よう徹底すること。 

四 株式会社商工組合中央金庫（以下「商工中金」という。）における過去の不正事案

が発生した根本原因を再確認し、政府保有株式の全部処分後においても、商工中金に

よる自律的なコンプライアンス及びガバナンス態勢の更なる強化に向けた取組が着実

に実施されるよう、再発防止に向けて適切に監督すること。 

五 特別準備金及び危機対応準備金については、民間金融機関のみでは対応が困難な分

野への積極的な資金供給や、危機対応業務を適切に実施するための原資として活用す

るものとし、特別準備金及び危機対応準備金が民間金融機関との競争上優位性のある

ものとして活用され民業圧迫が生じることがないよう、必要最小限の保有金額とする

など適切な管理に努めること。 

六 商工中金の政府保有株式の全部を処分するまでの間において、商工中金の取締役の

選任に関し、株主としての権利を行使するに当たっては、民間企業等において中小企

業金融に関する豊富な経験と優れた実績を有するなど、商工中金において自主性及び

創造性にあふれ、効率的な経営を行うことのできる資質及び能力を有している者が選

任されるよう、特に配慮すること。 

七 商工中金の完全民営化の実現に向けて、自己資本の充実の状況や危機対応業務を含

む事業の状況等を適切に勘案し、商工中金に対する国の関与の在り方について十分な

検討を加え、その結果について公表すること。また、完全民営化後においても、商工

中金が中小企業による中小企業のための金融機関として中小企業に寄り添った支援を

継続的に実施するよう、必要な措置を講ずること。 

八 商工中金の危機対応業務とその他の業務を区分するなどして、それぞれの業務の財

務状況が明らかになるようにすること。 

九 商工中金の政府保有株式の全部処分に当たっては、本法の公布から二年以内に、公

正な価格及び方法による売却が行われるよう、十分配慮すること。 

三、参議院経済産業委員長報告（令和五年六月一四日） 

○吉川沙織君 ただいま議題となりました中小企業信用保険法及び株式会社商工組合中

央金庫法の一部を改正する法律案につきまして、経済産業委員会における審査の経過と

結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、中小企業者に対する金融機能の強化を図ることにより、その事業の持続

的な発展を実現するため、個人保証を求めない融資を中小企業信用保険法の付保対象と

する規定の整備及び危機関連保証の適用要件の見直しを行うとともに、政府が保有する

株式会社商工組合中央金庫の株式を処分した後も同社が引き続き危機対応業務を的確に

行うための規定の整備を行うほか、同社の株主資格及び業務の範囲その他の規定の整備



等を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、経営者保証を求めない信用保証制度創設の意義と課題、経営

者保証に依存しない融資慣行の確立に向けた方策、商工中金の政府保有株式を全部処分

する理由、中小企業支援に向けた商工中金の今後の役割と危機対応業務の在り方、二法

を改正する本法律案の題名の付け方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議

録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕友委員より反対

する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、御報告申し上げます。 


